
井原市星の郷アクティブヴィラ指定管理者募集要項

　井原市星の郷アクティブヴィラの管理運営業務を効果的かつ効率的に実施するため、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下｢地方自治法｣という。）第244条の2第3項及び井原市星の郷アクティブヴィラ条例（平成16年井原市条例第45号）第6条の規定に基づき、次のとおり指定管理者を募集する。
１　指定管理者を募集する目的

（１）指定管理者募集目的
　　　　井原市星の郷アクティブヴィラ（以下「アクティブヴィラ」という。）は、観光客へ豊かな自然と歴史、薪割り体験ができる宿泊施設を提供し、観光客の受入体制の充実及び増加を図るとともに地域活性化に資することを目的として設置する。
　　　今回、アクティブヴィラの指定管理者を募集するにあたって、民間のノウハウを最大限に活かし、効果的・効率的な施設管理に努めながら、より質の高いサービスの提供及び経費の節減等を図りたいと考える。

（２）施設の管理運営の基本的な方向性（運営方針）
ア　施設設置の趣旨をふまえ、効果的かつ効率的な管理運営を行う。
イ　施設の安全管理に努める。
ウ　利用者の視点に立った管理運営を行う。
エ　広報活動の充実を図る。
２　施設の概要　　

（１） 名　　称　：　井原市星の郷アクティブヴィラ

（２） 所 在 地　：　井原市美星町星田2番地60
（３） 敷地面積　：　宅地　　2557.06　㎡

（４） 施設規模　：　建築面積　　木造2階建、延床面積　496.58㎡

（５） 施設内容　：　1階　 客室　　和洋室　1部屋、洋室　ツイン　１部屋
フロント、リビング、食堂、展望空間、厨房、浴室、便所、管理人室

　　　　　     　　　2階 　客室　　洋室　ツイン　　7部屋（ロフト付）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　シングル　1部屋（ロフト付）

　　　　　　　　　　    　　客室　　和室　2部屋（2人用、3人用各1部屋）

                    　敷地内の外構及び植栽、ログハウス、薪割小屋
（６） 付帯設備　：　合併処理浄化槽、ボイラー、空調設備及び消防設備

３　指定管理者が行う管理の基準

（１）市が示す基本方針に準拠した管理運営

ア　施設の設置目的及び役割を十分に理解でき、それを効果的に達成できるだけの人的・物的能力、ノウハウを有し、施設の公共性を保つための安全かつ安定した管理・運営のできるものであり、また、実施する事業についても公共性のある事業を行うものであること。（公共性）
イ　施設の使用方法、施設を使用した事業において、単に営利を目的とせず、公益性を重視したものであり、また、市との連携が常にとれ、指導、要請等に迅速に対応できる管理体制が確立されたものであること。（公益性）
ウ　施設利用者等の公平性を常に確保できる管理・運営のできるものであること。（公平性）
エ　安定して良質な住民サービスを提供でき、常にサービス向上を図り、住民ニーズに迅速に対応できる体制をとれるものであること。（住民サービス）
オ　常に効率的・効果的な施設の管理・運営ができ、その管理・運営状況及びそれに関わる経営状況について定期的な報告ができ、また、自主的にそれらの情報公開ができるものであること。（効率性・透明性）
（２）管理運営を通じて取得した個人情報の取り扱い

指定管理者は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）の規定を遵守し、個人情報が適切に保護されるよう配慮するとともに、アクティブヴィラの管理に関して知り得た情報を漏らし、又は不当な目的に使用してはならない。

（３）関係法令等の遵守

指定管理者がアクティブヴィラの管理運営業務を行うにあたっては、次の関係法令等を遵守すること。

○地方自治法及び地方自治法施行令
○食品衛生法、食品衛生法施行令その他の食品衛生関連法

○消防法、消防法施行令その他の消防関連法

○個人情報の保護に関する法律

○井原市星の郷アクティブヴィラ条例
○その他アクティブヴィラを管理運営するための全ての法令等

４　指定管理者が行う業務の範囲（仕様）
（１）業務の範囲

　　ア　アクティブヴィラの運営に関すること。
　　　　○　管理人を配置すること。
　　　　○　管理人は地元住民を優先して雇用すること。
　　　　○　管理人の勤務形態は、アクティブヴィラの管理運営に支障がないように定めること。
　　　　○　管理人に対して、施設の運営管理に必要な接遇等の研修を実施すること。
　　　　○　アクティブヴィラの経理に関しては、他の会計と区分するとともに、帳簿等を用い、収支を明確にすること。
　　イ　アクティブヴィラの施設及び設備の維持管理に関すること。
　　　　施設の概要に掲げる施設又は設備を適切に管理するとともに、次の保守管理を行うこと。
　　　　○　合併処理浄化槽の保守管理
　　　　○　消防設備の保守点検
　　ウ　その他
　　　　緊急時における対策又は防犯・防災対策について、マニュアルを作成し、職員に指導を行うこと。
（２）管理経費等について
　　ア　指定管理料　　 指定管理料は、別途年度協定により定める。
　　イ　指定管理者が費用を負担する範囲
　　　　天災による修繕以外は、指定管理者の負担において行う。ただし、1件につき10万円（消費税及び地方消費税を含む。）以上の修繕については、井原市及び指定管理者双方協議して負担する。
　　ウ　精算及び事業報告　　 会計年度終了後、30日以内に精算及び事業報告を行う。
　　エ　経理規程　　 指定管理者は経理規程を策定し、経理事務を行う。
　　オ　立入検査について　　市は必要に応じて、施設、物品、各種帳簿等の立入検査を行う。
（３）業務を実施するにあたっての注意事項
　　ア　公の施設であることを常に念頭に置いて公平な運営を行うこととし、特定の個人、団体等に有利又は不利になる運営を行わないこと。
　　イ　指定管理者は、管理業務を一括して第三者に委託することはできない。
　　ウ　指定管理者が、施設の管理運営に各種規程、要綱等を作成する場合は、市と協議を行うこと。
　　エ　各種規程がない場合は、市の諸規程に準じ又はその精神に基づき業務を実施すること。
（４）井原市との連絡調整に関する業務

業務を円滑に遂行するため、また、業務の進捗状況把握等のため、井原市と指定管理者は、必要に応じて連絡調整を行うこととし、指定管理者は井原市の求めに応じて、随時関係資料等を提出すること。

５　指定管理者の指定の期間（予定）
（１）指定の期間は、令和8年4月1日から令和13年3月31日までの5年間とする。

（２）指定の期間は、市議会の指定議決により確定する。

６　管理運営に要する経費等

（１）指定管理に係る指定管理料

管理運営に必要な経費は、会計年度（4月1日から翌年3月31日まで）毎に、指定管理料として井原市の毎年度の予算の範囲内において支払う。

指定管理料は、事業計画書で提案された金額に基づき、指定管理者と市が協議のうえ、別途締結する年度協定に基づき支払う。

（２）その他

指定管理料の支払時期、方法、管理口座等の細目的事項については、別途協定で定める。

７　申込資格

申込の資格を有する者は、指定期間中、安全円滑に施設を管理運営し、かつ、上記に記載の｢施設の設置目的｣をより効果的・効率的に達成することのできる法人その他の団体（以下｢法人等｣という。）であって、次に掲げる全ての要件を満たす者とする。なお、個人での応募は受け付けない。
（１）地方自治法第244条の2第11項の規定により本市又は他の地方自治体から指定を取り消され、当該処分の日から起算して2年を経過しない法人等でないこと。

（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない法人等であること。

（３）申込書類提出時において、井原市の一般競争入札の参加停止又は指名停止等の措置を受けていない法人等であること。

（４）井原市が賦課徴収するすべての税並びに消費税及び地方消費税について、未納のない法人等であるこ
と。

（５）次のアからエまでのいずれかに該当する法人等でないこと。

ア　商法（明治32年法律第48号）に基づく会社整理の申立て又は通告がなされた法人等及びその開始命令がなされている法人等

イ　民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされた法人等及びその開始決定がされている法人等

ウ　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更正手続開始の申立てがなされた法人等及びその開始決定がされている法人等（同法附則第2条の規定によりなお従前の例によることとされる更正事件に係るものを含む。）
エ　破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始申立てがなされた法人等及びその開始決定がされている法人等（同法附則第3条第1項の規定によりなお従前の例によることとされる破産事件に係るものを含む。）
（６）法人等又はその役員等（法人である場合にはその法人の役員又はその支店若しくは営業所等（常時業務等の契約を締結する事務所をいう。）を代表する者を、法人以外の団体である場合にはその団体の代表者又は役員をいう。以下同じ。）が次に掲げる全ての要件を満たすものであること。
　　ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又はその利益となる活動を行う法人等でないこと。

イ　暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から5年を経過しない者（以下｢暴力団の構成員｣という。）の統制の下にある法人等でないこと。

ウ　法人等でその役員等のうちに暴力団の構成員等となっている者がいないこと。

　　エ　法人等でその役員等のうちに暴力団又は暴力団関係者を経営に実質的に関与させ、不正に財産上の利益を得るために利用し、又は暴力団関係者に対して金銭、物品その他の財産上の利益を不当に与えている者がいないこと。

　　オ　法人等でその役員等のうちに暴力団又は暴力団関係者が開催するパーティーその他の会合（以下｢会合等｣という。）に出席し、若しくは自らが開催する会合等に暴力団関係者を招待したりするような関係又は暴力団関係者と会食、遊戯、旅行、スポーツ等を共にするような交友関係を有している者がいないこと。

８　指定の申込みの手続

申込に関して必要となる経費は、すべて申込者の負担とする。

（１）募集要項等の配布

募集要項並びに関係資料（以下｢募集要項等｣という。）は次のとおり配布する。

ア　配布期間
令和7年8月15日（金）から令和7年10月6日（月）まで。毎日午前9時から午後5時までの間配布する。ただし、土曜日、日曜日、祝日を除く。
イ　配布場所

井原市美星町三山1055番地　　井原市美星支所　美星振興課　（電話　0866-87-3113）
（２）現地説明会の開催（募集要項等に関する説明会を併せて開催する｡）
ア　開催日時：令和7年9月3日（水）　午後2時から
イ　開催場所：井原市美星町星田2番地60　井原市星の郷アクティブヴィラ
ウ　申込方法：別紙様式第7号により参加申込をしてください。
各法人等３名まで参加できる。令和7年8月27日（水）正午までに申し込むこと。申込先は、上記募集要項等の配布場所と同じ。

（３）質問事項の受付及び回答

この募集要項等に関する質問がある場合には、別紙様式第6号により提出すること。

ア　質問票の提出

受付期間：令和7年9月10日（水）午前9時から令和7年9月11日（木）の午後5時までとする。

受付場所：上記募集要項等の配布場所と同じ。

受付方法：持参又は郵送にて提出すること。口頭による質問は、受け付けない。

イ　回答の方法及び日時
郵送により、質問者及び現地説明会に参加した法人等のすべてに対し、令和7年9月17日（水）までに回答します。
（４）申請書類の受付

　　ア　受付期間：令和7年9月3日（水）から令和7年10月6日（月）まで。ただし、土曜日、日曜日、祝日を除く。

　　イ　受付時間：午前9時から午後5時まで

　　ウ　提出方法：持参又は郵送にて提出。郵送の場合は、書留郵便を用いること。

　　エ　提 出 先：上記募集要項等の配布場所と同じ。

　　オ　提出部数：正本1部及び副本15部を提出する。

カ　提出書類の扱い：提出書類は情報公開の対象となり、法人情報等非開示情報を除き開示することとなる。

　キ　提出書類：指定管理者の指定を受けようとする法人等は、次に掲げる書類を提出すること。別紙様式はすべてA４版とする。なお、市が必要と認める場合は、追加資料の提出を求める場合もある。

（ア）指定申込書（別紙様式第１号）
（イ）上記｢７　申込資格｣に掲げる全ての要件を満たす旨の宣誓書（別紙様式第2号）
上記７（６）に記載の申込資格に関し、役員等に係る住民票の写し又は住民票記載事項証明書の提出を求める場合がある。

（ウ）法人等の定款若しくは寄附行為又はこれらに準ずる書類

（エ）法人にあっては当該法人の登記事項証明書及び印鑑証明書
（申請日前3か月以内に取得したものに限る。）
（オ）法人以外の団体にあっては代表者の住民票の写し
（申請日前3か月以内に取得したものに限る。）
（カ）申込書を提出する日の属する事業年度の事業計画書及び収支予算書又はこれらに準ずる書類

（キ） 申込書を提出する日の属する事業年度の直近3年間の事業報告書、収支決算書又は損益計算書、貸借対照表及び財産目録又はこれらに準ずる書類

（ク）役員等の名簿（氏名及び生年月日並びに住所又は居所を記載したものをいう。）及び履歴を記載した書類

（ケ）法人等の概要がわかる書類

（コ）消費税及び地方消費税に係る｢納税証明書（その３　未納税額がないこと用）｣（税務署が過去6か月以内に発行したもの）の写し

（サ）岡山県内に本支店又は営業所等を有する事業者にあっては、｢納税確認書｣（岡山県の県税事務所が過去6か月以内に発行したもの）の写し

（シ）事業計画書（別紙様式第3号）
（ス）収支計画書

収支計画を、指定管理期間分（別紙様式第4号）と年度ごと（別紙様式第5号）に分けて記すこと。施設の効果的及び効率的な運用並びに経費節減のバランスをとる観点から、収支計画の妥当性を審査する。

（セ）事業計画書の概要（要旨）
市では申込書類の受付後、指定管理者申込者がどのような提案をしているかについて公表する。上記８（４）キ（シ）の事業計画書の内容について、次の項目を中心に２～３ページ程度（A４版）で簡単にまとめ、データ等で提出すること。

①法人等の業務内容

②アクティブヴィラの管理運営に関する事項

③アクティブヴィラの事業に関する事項

④管理運営体制（組織及び人員）に関する事項

⑤危機管理に関する事項

９　事業計画書（別紙様式第3号）記入要領

次の各事項の項目ごとに考え方をわかりやすく記入する。特に実績は、具体的に記入すること。基本的には、別紙様式第3号に従って記入するが、項目ごとに最大2ページまで様式を拡大してもかまわない。それを超える場合は、概要を様式に記入したうえで、詳細を別紙で添付すること。

（１）管理運営の基本方針

　　　上記１（２）の施設の管理運営の基本的な方向性（運営方針）を踏まえ、次の2点に留意し、全体の管理運営に関する方針を分かりやすく記述すること。

・市が推進する施策に準拠した管理運営
・管理運営を希望する理由と目的
（２）運営実績

　　　類似施設について、実績があれば記述する。（管理年数、管理形態、業務内容、運営状況、利用者数等）

（３）市民の平等な利用の確保
　　　以下の事項に留意して、平等な利用の確保について記述する。

　　　・平等な利用に関する整備がなされていること。
　　　・不当な利用制限等がないこと。
（４）施設利用の促進等について

アクティブヴィラの管理運営について、次の事項に留意し、新しい発想又は新しい観点からの提案があれば記述する。

ただし、現実性及び妥当性のあるものに限る。
ア　利用促進等への取組

・利用者の満足度向上のための方策

・利用者数の増加を図る方策

・新しい発想又は新しい観点の提案
イ　サービス向上への取組

・苦情や要望等の受付体制が整備されていること。
・サービスの向上に結びつく計画であること。

ウ　自主事業への取組
・受入れ事業の実施方針

・主催事業の実施方針とその内容

（５）個人情報の保護について
個人情報保護に関する取組みについて記述すること。　

（６）管理運営計画について

ア　施設の管理運営計画について

　　　　・安定した施設の管理運営が可能な方針であること。

　　　　・具体的な安全対策等が講じられていること。
・管理運営組織

組織体制等が分かる図を別に付けること。図中に（　）書きで人数を併記する。１６（２）に基
づき一部業務を専門の業者に請け負わす場合は、そのことが分かるよう図中に記入すること。

　　　　・施設管理、運営の人員、資格等が確保されていること。

　　　　・施設の警備体制が十分であること。

・地域、他の施設等との連携が整備されていること。
・市との連絡体制が整備されていること。

イ　職員配置・確保について

・無理のない勤務体制及び勤務ローテーションであること。

・偏り及び無理のない業務分担であること。
・現職員（臨時等含む。）の経験を生かした再雇用計画があるか。

・緊急時の応急処置ができる人材かどうか。

ウ　地元雇用への配慮

地元雇用促進についての配慮及び類似施設の雇用実績があれば記述する。

（７）施設管理運営経費について
ア　財政的基礎

アクティブヴィラを安定して維持管理できる財政的基礎を有していることを、具体的にわかりやす
く記述する。また、テナントとして入居する者があるときは、テナント料について積算根拠等を記述する。

イ　予算のチェック体制

予算の適正な執行をどのように図るかについて記述する。
（８）安全管理について

基本方針、防犯、防災、衛生対策等の対応、緊急時の対応等について記述する。

１０　指定管理者の選定

（１）審査・選定者

　　　市長は、提出された事業計画書等を下記の（２）の選定基準に基づいて総合的に審査し、最適と認められる法人等を指定管理者の候補者として選定する。

（２）選定基準

ア　事業計画の内容が、市民の平等な利用を確保することができるものであること。
　　イ　事業計画の内容が、 アクティブヴィラの適切な維持管理を図ることができるものであること。

　　ウ　事業計画の内容が、アクティブヴィラの効用を最大限発揮できるものであり、市民サービスの向上を図ることができるものであること。
　　エ　事業計画の内容が、アクティブヴィラの管理に係る経費の縮減を図るものであること。
　　オ　指定を受けようとするものが、事業計画に沿った管理を安定して行うために必要な人員及び財政的基礎を有していること。
（３）失格の要件

　　　次の要件に該当した場合は、失格とする。

ア　選定委員会に関する不当な要求等を申し入れた場合

　　イ　提出書類に虚偽又は不正があった場合

　　ウ　提出書類等の提出期限を経過してから提出書類が提出された場合

　　エ　複数の申込を行い、又は複数の事業計画書を提出した場合

　　オ　提出書類提出後に事業計画の内容を大幅に変更した場合

　　カ　その他不正行為があった場合

（４）選定

　　　審査は次の順で行う。

　　　①　｢７　申込資格｣のすべての要件を満たしていない法人等を審査の対象から除外する。

　　　②　｢１０（３）失格の要件｣のいずれかに該当する法人等を審査の対象から除外する。

③　選定審査会においてプレゼンテーションを行う。日時、場所等については別途通知する。

（５）候補者当否の通知

　　　申込のあった法人等の全てにあてて、後日書類で送る。

１１　指定管理者の指定

指定管理者候補者として選定された法人等について、井原市議会において議決を経た後に、指定管理者として指定する。

ただし、指定管理者候補者として選定された日以降において、｢７　申込資格｣に掲げる要件のいずれかを満たさないこととなった場合又は｢１０（３）失格の要件｣に該当することが判明した場合には、指定をしないことがある。

１２　指定管理者との協定書の締結

　　　議会の議決を経て指定管理者に指定した法人等との協議に基づき、協定書を締結する。この際、指定管理者と井原市は、協議の上で事業計画書又は収支計画書の内容を変更することがある。

　　　協定は、指定期間を通じて基本的な事項を定めた｢基本協定｣と、年度ごとの事業実施に係る事項を定めた｢年度協定｣に分けて締結する。

　　　協定書の主な項目については、次のとおりとする。

（１）基本協定

ア　指定期間に関する事項
イ　施設の利用許可等に関する事項
ウ　財産の管理に関する事項
エ　事業計画書に関する事項
オ　個人情報保護に関する事項
カ　情報公開の推進に関する事項
キ　業務報告及び事業報告に関する事項（１３（１）及び（２）関連）
ク　指定の取消し及び業務の停止に関する事項
ケ　リスク管理及び責任分担に関する事項
コ　その他施設の管理において必要と認める事項

（２）年度協定

ア　当該年度の業務内容に関する事項
イ　当該年度に井原市が支払う指定管理料に関する事項
ウ　その他施設の管理において必要と認める事項

１３　管理状況の把握、評価及び監査

（１）業務報告書の提出

指定管理者は、毎年度終了後速やかに、次の事項を記載した事業報告書を作成し、市長等に提出する。年度の途中において指定を取り消されたときも同様とする。

・施設の管理業務の実施状況及び使用状況

・施設の管理に係る経費の収支状況

（２）井原市は、指定管理者による適正なサービスの提供を確保するため、事業報告書並びに上記（１）に係る業務報告書等の提出を受け、必要があると認めたときは、原則として指定管理者に事前に通知したうえで、施設の維持管理及び経理の状況に関し指定管理者に説明を求め、又は施設内において維持管理の状況の確認を行うことがある。

（３）監査の実施

監査委員等が市の事務を監査するため必要があると認める場合においては、市は帳簿書類その他の記録を指定管理者に提出させるとともに、監査会場への出席を求め、又は実地に調査することができる。
１４　井原市と指定管理者の責任の分担

井原市と指定管理者の責任の分担は、原則として次表｢星の郷アクティブヴィラの管理運営に係る設置者と指定管理者とのリスク分担表｣のとおりとする。

詳細については、井原市と指定管理者との間で締結する協定の中で定めます。

	項　　　　　　　目
	指定管理者
	井原市

	施設（建物、工作物、機械設備等）の保守点検
	○
	

	施設・設備の維持管理
	○
	

	施設の修繕
	○
	○

	安全衛生管理
	○
	

	施設の利用許可
	○
	

	事故、火災等による施設・備品の損傷　（注１）
	○
	○

	施設利用者の被災に対する責任　　　　（注２）
	○
	○

	施設の火災共済保険加入
	
	○


（注１）指定管理者の責めに帰すべき場合は、指定管理者の責任となる。

（注２）指定管理者は、施設利用者の被災に対する第一次責任を有し、施設又は施設利用者に被災があった場合は、被害が最小限となるよう迅速かつ適切な対応を行い、速やかに井原市に報告しなければならない。
（注３）その他指定管理者の責任履行に関する事項については、協定で定める。

　　施設の修繕について、施設・設備の構造上の不備等に起因する事故等による場合を除き、原則として指定管理者の負担とする。ただし、井原市が別に定める金額を超える場合は、井原市と指定管理者が協議して負担を決定する。詳細については協定で定める。

１５　事業の継続が困難になった場合における措置

（１）井原市への報告

指定管理者は、事業の継続が困難となった場合、又はそのおそれが生じた場合には、速やかに井原市に報告しなければならない。

（２）指定管理者に対する実地調査等

　　　指定管理者の責めに帰すべき事由により管理が困難になった場合又はそのおそれが生じた場合には、井原市は、地方自治法第244条の2第10項の規定により、指定管理者に対して管理業務又は経理の状況に関し報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をすることがある。

　　　なお、指定管理者が当該期間内に改善することができなかった場合には、井原市は指定管理者の指定を取消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じる場合がある。

（３）指定管理者の指定の取消し

井原市は指定管理者の倒産若しくは指定管理者の財務状況が著しく悪化する等、指定に基づく管理の継続が困難と認められる場合、又は著しく社会的信用を損なう等、指定管理者として相応しくないと認められる場合には、指定管理者の指定を取り消すことがある。

また、指定管理者がグループの場合であって、その構成団体の一部の法人について管理の継続が困難と認められる場合においては、残存の法人等により継続して適正な管理が可能と認められる場合には、当該管理の継続を認めるものとする。ただし、当該管理が困難と認められる場合には、指定管理者の指定を取り消すことがある。

（４）井原市に対する損害賠償

上記（２）又は（３）により指定管理者の指定を取り消され、井原市に指定管理者の債務不履行による損害が生じた場合には、指定管理者は、井原市に対し賠償の責めを負う。

（５）その他不可抗力の場合

指定管理者の責めに帰すことができない事由により事業の継続が困難になった場合には、井原市と指定管理者は、事業継続の可否について協議する。

１６　その他

（１）施設管理開始までにおける指定の取消し

指定管理者の指定後、施設の管理開始までの間において、次に掲げる事項に該当するときは、その指定を取り消すことがある。

　ア　正当な理由なくして井原市との協定の締結に応じないとき。
イ　指定管理者の資金事情の悪化等により、事業の履行が確実でないと認められるとき。
ウ　著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者として相応しくないと認められるとき。
（２）業務の再委託

指定管理者が行う業務を一括して第三者に委託し、請け負わすことはできない。ただし、委託業務のうち、一部の業務については、井原市の承認を得たうえで、専門の事業者に委託することができる。

（３）業務の引継

アクティブヴィラの現在の管理者からの業務の引継は、指定管理者指定後、随時行う。なお、引継に要する経費は、すべて指定管理者に指定された法人等の負担とする。

１７　様式、添付書類等

（１）様　式

　　　・様式第1号　　指定管理者指定申込書

　　　・様式第2号　　宣誓書

・様式第3号　　事業計画書

・様式第4号　　収支計画書

・様式第5号　　年度収支計画書

・様式第6号　　質問票

・様式第7号　　現地説明会参加申込書

・別紙　　　　　指定管理者の指定手続等に関する申込資格（申込書添付用）　

（２）添付資料
　　　・地方自治法（第244条の2、第244条の3、第244条の4、）抜粋
　　　・井原市星の郷アクティブヴィラ条例

　　　・井原市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例

　　　・事業計画書記載要領

・施設関係図面
１８　募集要項に関する問い合わせ先
　　　井原市美星町三山1055番地　　井原市美星支所　美星振興課

　電　話　0866-87-3113　　　ＦＡＸ　0866-87-9056
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